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第１ 事業の概要 

 

１． 趣 旨 

  大阪府では、水と光の魅力で世界の人々を惹きつける「水と光の首都大阪」を実現するた

め、大阪府・大阪市・経済界等で構成する「水と光のまちづくり推進会議」で示された基本

方針に基づき、水都大阪の成長に向けた取組みが進められています。 

このような水都大阪の成長に資する取組みの一環として、公益財団法人大阪府都市整備推

進センター（以下「センター」という。）においては、此花西部臨港緑地エリア水辺賑わい

づくり協議会（以下「協議会」という。）に参画し、此花西部臨港緑地エリア（以下「事業

対象区域」という。）の河川敷における賑わい空間の創出を此花区や地先地権者の方々など

と推進しています。 

事業対象区域は、安治川河口部右岸に位置し、その北側には、ユニバーサル・スタジオ・

ジャパンをはじめ、隣接してZepp Osaka Baysideやホテルといった集客施設があり、国内外

問わず毎年多くの観光客が訪れるエリアとなっています。また、安治川によって、市内陸部

（中之島・八軒家浜方面、ドーム・湊町方面等）、ベイエリア（天保山・夢洲・咲洲等）と

繋がり、海と市内河川とを結ぶ舟運の結節点のポテンシャルを有することから、事業対象区

域を整備・運営することによって、水辺空間を活用した様々な相乗効果が期待できる区域と

なっています。さらに、既に夢洲での開催が決定している2025年大阪・関西万博や、今後期

待されるIR（統合型リゾート）誘致の計画などもあり、将来的にも、更なる地域の活性化が

見込まれており、これらを見据え、事業対象区域の河川敷において賑わいを生み出す「場」

と「機会」を創出することで、此花区、大阪市、ひいては大阪・関西全体に賑わいをもたら

す、水都大阪の成長や魅力向上に繋げようと考えています。 

本事業は、河川敷地占用許可準則（以下「準則」という。）の特例措置を適用して、民間

事業者（以下「事業者」という。）の柔軟かつ優れたアイデア、企画力、経営能力を活か

し、事業対象区域の特性や魅力を活用したサービスを提供するための整備及び維持管理・運

営を行っていただくものです。 

 

２． 事業の基本方針 

「此花西部臨港緑地エリア水辺賑わいづくり構想」（令和３年１２月 協議会策定）（以下

「構想」という。）に基づき、「水辺遊歩空間賑わいづくり事業」及び「舟運ネットワーク

拠点賑わいづくり事業」の事業者募集を実施します。事業対象区域での飲食・物販店舗その

他賑わい施設（以下「店舗等」という。）と、臨港緑地施設（合わせて以下「施設等」とい

う。）の一体的整備及び維持管理・運営を条件とした水辺遊歩空間の創出と、臨海部と都心

部をつなぐ水上交通等の結節拠点として多様なネットワークを形成する、舟運等のネットワ

ークの形成に関する事業提案を、公募型プロポーザル方式により広く募ることとし、最も優
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れた提案を行った応募者を事業予定者として決定します。応募者の方々には、創意あふれる

積極的で実現性のある提案を求めます。 

なお、事業対象区域及び対象事業のうち、本公募で選定された事業予定者の提案がなかっ

た区域及び事業については、別途、事業者を決定する場合があります。 

 

３． 事業コンセプト 

(1)水辺遊歩空間賑わいづくり事業 

構想に位置付けられた、「水辺エリアの賑わいを創出することで、ユニバーサル・スタジ

オ・ジャパンやユニバーサルシティウォーク大阪、ユニバーサル・シティ・ポートなど周辺

施設と一体となった魅力的なアーバンリゾートエリアを形成する。」というビジョン実現の

ため、事業者の創意・工夫による施設等の整備、維持管理・運営を行い、恒常的な賑わいの

創出と地域の活性化を図ります。 

これまで一部未供用であった水辺空間も含む事業対象区域に、周辺集客施設を利用する観

光客や地域住民等が心惹かれ日常的に水辺に集い、憩い、楽しみ、さまざまな人々の営みや

交流を生む「水都大阪をリードするシンボル的な水辺空間」を創出します。 

 

(2)舟運等のネットワーク拠点賑わいづくり事業 

 構想に位置付けられた、「海のリゾートネットワーク(臨海部)と水の回廊ネットワーク

（都心部）をつなぐ水上交通や次世代モビリティーなどの結節拠点として多様なネットワー

クを形成する。」というビジョン実現のため、事業者の創意・工夫による施設等の整備、維

持管理・運営を行い、恒常的な賑わいの創出と地域の活性化を図ります。 

 

(3)地域に根ざしたまちづくり活動との連携形成 

貴重な地域資源である安治川の河川空間及び此花西部臨港緑地の良好な水辺空間を創出・

保全するために、事業者、周辺施設の事業者が、港湾管理者、区役所や地域の活動団体と協

働して、此花区そして水都大阪の一つの顔となるようなまちづくりを推進します。 

 

これらの取組みが永続的に行われることで、大阪・水都ブランドを世界に発信するととも

に、当該地域が多くの人に愛されることをめざします。 

 

４． 事業対象区域 

事業対象区域は、別紙１、２－１、２－２に示す通りです。 

 

⑴ 場 所 

大阪市此花区桜島１丁目地先の河川区域及び臨港緑地区域 

⑵ 事業対象区域の現況（令和３年１２月現在） 
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・現在、事業対象区域の過半が未供用となっています。 

・平成１３年１２月に護岸変状及び沈下を確認し、河川管理者において変位計測等が

行われてきました。令和３年１２月に大阪府河川構造物等審議会で「安治川(此花西

部臨海地区)護岸及び堤防の安全性について」が審議され、護岸及び堤防の安全性に

ついては、 

①通常利用（上載荷重1.0tf/㎡（9.8kN/㎡））までは将来にわたって利用可能であ

ることを確認 

②今後の河川区域等の利活用にあたっては、護岸及び堤防に影響がないことを確認

すること。 との総合評価がなされました。 

（②については、本要項 第２ 事業条件 ２．店舗等の設置（P11）に対応を記載し

ます。） 

審議状況は、大阪府ホームページより「令和３年度第２回大阪府河川構造物等審議

会（令和３年１２月２２日開催）」を参照してください。 

・港湾管理者が、平成１０年より此花西部臨港緑地整備事業を開始しましたが、平成

１６年度より護岸変状及び沈下により事業を中断し、平成２３年度より事業休止と

なっています。 

臨港緑地の整備状況については、別紙３に示す通りです。 

⑶ 地域地区等（都市計画法）の指定 

区域区分／市街化区域 

用途地域／準工業地域 

建ぺい率／60%  容積率／300%  防火地域／準防火地域 

臨港地区規制／修景厚生港区 

その他の条件／河川区域 

此花西部臨海地区地区計画（別紙４） 

⑷ 接面道路等の状況 

ホテルユニバーサルポート東側開発道路（臨港道路 桜島東支線 幅員17m） 

桜島入堀側市道（此花区第2013-01号線 幅員27ｍ） 

⑸ インフラ設備の状況 

電気／一部有（照明灯用）  上水道／一部有（φ50散水用） 

下水道／無  ガス／無 

※現時点で上記以外のインフラ設備を整備する予定はありませんので、施設整備に必要と

なるインフラ設備は、全て事業者において整備するものとし、そのうち臨港緑地の維持

管理に必要なインフラ設備については、港湾管理者に引き継ぐものとします。引き継ぐ

インフラ設備の種類については港湾管理者との協議により決定します。ただし、事業者

から提案のあった維持管理・運営計画や社会経済情勢の変化に伴い、事業者とあらため

て協議する場合があります。 
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⑹ 交通条件・近隣施設 

交通条件：JR桜島線「ユニバーサルシティ」駅より徒歩約５分 

「桜島」駅より徒歩約５分 

※いずれも事業対象区域で最も近い場所までの概算時間 

周辺施設：ユニバーサル・スタジオ・ジャパン、Zepp Osaka Bayside、宿泊施設、 

ユニバーサルシティウォーク大阪 

 

５． 事業のしくみ 

【協議会による事業推進にかかるスキーム】 

・此花区では令和３年１２月に、事業対象区域の河川区域の適正かつ多様な利用を図り水

辺の賑わいづくりの増進を図るため、地元行政や民間団体及び地域等と密に連携し、合意

形成や意思決定を行う協議会を設置しました。 

本応募で選定された事業予定者は、協議会に参画し運営委員会に委員として出席し、合

意形成、調整をはかりながら、事業を進めていくこととなります。 

・協議会として、事業対象区域での占用主体をセンターとすることを決定しています。事

業予定者は、センターとの「此花西部臨港緑地エリア水辺賑わいづくり事業使用契約書

（以下「使用契約」という。）の締結をもって事業者となります。事業者は、使用契約締

結後、速やかに事業着手することとなります。  

・また、協議会内に、事業予定者の選定の審査、事業者の毎年度の事業実績状況を確認す

る「此花西部臨港緑地エリア水辺賑わいづくり協議会審査部会」（以下「審査部会」とい

う。）を設置しています。 

事業者は、毎年度、事業報告、決算見込等実績に関する資料を作成しセンターに報告

し、センターは審査部会に報告内容の評価を依頼します。審査部会の意見を踏まえ、セン

ターから事業者に対し、事業の改善等に関する協議を求める場合があります。 

・事業予定者及び事業者は、効果的・効率的な事業実施及び施設等の維持管理・運営を行

うため、施設等の設置許可の申請及び更新時に、事業・施設等の運営計画等を記載した

「事業計画書」を作成し、事前にセンターへ提出していただく必要があります。 

 

【河川占用の許可にかかるスキーム】 

・河川管理者が令和４年３月７日に事業対象区域を「都市・地域再生等利用区域」に指定

しており、占用主体については準則第二十二第４項第１号に掲げる者とされ、センターが

占用を行います。事業者はこの区域内において事業を提案していただきます。 

・河川管理者との占用許可に係る手続きについては、占用主体であるセンターが行いま

す。 

事業予定者は、センターが行う手続きに必要となる事業計画書等の資料の作成、提供等
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について協力していただきます。 

・占用許可については、事業期間内において、占用期間の中間年度及び更新時に許可の継

続可否についての「大阪府河川水辺の賑わいづくり審議会」による事業評価が行われま

す。事業評価にあたり、センターが「大阪府河川水辺の賑わいづくり審議会」に対し、管

理運営状況・事業実施状況等の事業報告を行います。この事業評価にあたっては、「大阪

府河川水辺の賑わいづくり審議会」に係る諮問、答申の手続きが行われます。 

なお、占用許可の更新申請にあたり、事業計画書を提出する必要があります。事業者

は、事前にセンターと事業計画書について協議したうえで、センターが河川管理者に事業

計画書を提出します。 

  ・河川敷の占用許可の考え方については、別紙５を参考にしてください。 

 

【臨港緑地使用許可にかかるスキーム】 

・港湾管理者との使用許可等にかかる手続きについては、使用主体であるセンターが行い

ます。 

事業者は、センターが行う手続きに必要となる資料等の作成、提供等について協力して

いただきます。 
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６．事業期間 

事業期間は、施設等の設置工事に着手した日から起算して最長20年で、具体的には使用

契約で定めることとし、事業の提案はこの期間内とします。 

本要項「第３－２ 応募者に必要な資格」の応募資格の条件に該当しなくなった場合

や、毎年度実施される協議会による事業実績状況の確認結果を踏まえ協議会が事業継続は

適当でないと認めた場合、本事業の実施が困難となった場合は、使用契約を解除します。 

使用契約の解除にかかる事業者の損害に対して、センター及び協議会は一切賠償を行い

ません。また、使用契約解除に伴うセンターの損害については、事業者に損害賠償を請求

することがあります。 

 

７．事業提案を求める内容 

本事業は、本要項「第１－３ 事業コンセプト」のもと、「第１－４ 事業対象区域(1)」

に示した範囲において、本要項「第２ 事業条件」に基づき、立地特性を最大限に活かし、

来訪者が快適に過ごし、安心して利用できるよう空間形成の工夫や水辺の情景、賑わい創出

など事業者の柔軟かつ優れたアイデア・企画力を発揮いただき、次の(1)～(4)の事業を一体

的に実施する実現性の高い事業提案を求めます。本事業は事業者自らが設置する施設等によ

る収益で実施することとし、持続的に実施できる提案を行ってください。 

また、施設等整備のインセンティブとするため、事業期間中における事業対象区域及び事

業対象区域内公共施設の愛称を命名する権利に関する仕組みや名称案を併せて提案すること

も可能です。命名権に関する提案は事業予定者決定に係る審査の対象外とし、具体的な仕組

み、名称等は、事業予定者選定後、センターを通じて各管理者と協議して決定します。 

なお、事業の実施については、事業予定者選定後、事業予定者が河川管理者、港湾管理者

及びセンターと提案内容について協議し、事業実施内容について合意したうえで、協議会運

営委員会の承認をもって確定するものとします。事業予定者は、センターが行う河川管理者

及び港湾管理者との協議に協力していただきます。 

 

(1)水辺遊歩空間賑わいづくり事業 

①ハード事業 

水都大阪をリードするシンボル的な水辺空間の創出のため、事業対象区域の陸上、水上

において、立地特性及び区域全域の特色を活かすとともに、事業コンセプトに基づいた

新たな賑わいを創出する施設等の設置・維持管理・運営を行う事業の提案を求めます。 

   ・臨港緑地施設（遊歩道、広場、照明施設等）の概要 

・店舗等の概要（内容、規模、構造、外観、上載荷重など） 

・施設等の整備に伴う電気・上下水道等のインフラ設備（以下「関連施設等」とい

う。）の概要 

（臨港緑地施設のほか、本要項P5 4(5)に記載の臨港緑地の維持管理に必要なインフラ設
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備については、港湾管理者と合意した設備については港湾管理者に引き継ぐものとし

ます。）（本要項「第２－３ 関連施設等の整備」参照） 

 

②ソフト事業 

立地特性（ポテンシャル）を活かして、観光客など来訪者が日常的に集い、憩い、楽し

む賑わい拠点を作るため、ハード事業と一体となったソフト事業と本事業のプロモーシ

ョン活動の提案を求めます。 

・店舗等の日常的な事業の内容 

・水辺遊歩空間におけるイベント等賑わいづくりの企画・実施又は誘致 

・事業のプロモーション活動（広報・宣伝）の計画等 

・ソフト事業を継続するための体制 

 

(2)舟運等のネットワーク拠点賑わいづくり事業 

 海のリゾートネットワーク（臨海部）と水の回廊ネットワーク（都心部）をつなぐ、水上

交通や次世代モビリティなどの結節拠点として多様なネットワークの形成に資する提案を求

めます。 

  ①ハード事業 

・多様な航路、次世代の新たなアクセス手段の実現 

 ・待合所やトイレなどサービス施設の充実 

・バリアフリー化された舟運関連施設 

②ソフト事業 

・事業者のアイデア・ノウハウを活かした舟運観光メニュー 

・次世代モビリティを活用したエンタテインメント 

・安全安心な運航体制の充実・強化 

・水上交通運営についての調整や運行ルールの順守 

 

(3)地域に根ざしたまちづくり活動との連携形成 

地域の活性化に取り組む周辺施設の事業者、地域団体との連携や、社会貢献に資する事

業提案を求めます。 

 ・地域の活性化に取り組む周辺施設の事業者、地域団体との連携方針、計画 

・社会貢献に資する取組内容（企画、実施体制） 

・此花区域、大阪市域、ひいては大阪・関西全域へ波及し、地域経済の循環促進効果を

生むような賑わいを生み出す、地域活性化に資する場の形成 

 

(4)維持管理・運営等 

事業実施にあたり、店舗等の運営計画をはじめ、施設等の良好な維持管理に関する企画



１０ 

 

の他、事業実施上の工夫について質の高い提案を求めます。 

・事業者が設置する店舗等の運営及び維持管理計画（内容、範囲、頻度等） 

   ・事業対象区域の臨港緑地施設の維持管理計画（内容、頻度、体制等） 

   ・安全対策、環境対策、衛生対策の概要 

 

８．スケジュール 

「水辺遊歩空間賑わいづくり事業」における施設等の開業までの概ねのスケジュールは、

現在、以下のとおりとしています。なお(2)については、事業予定者との協議により、変更

する場合があります。 

  

(1)事業者募集等のスケジュール 

・説明会参加申込締切    令和４年１１月２５日（金）正午まで 

・説明会の開催（質問受付開始）  令和４年１１月２８日（月）午後２時から 

・質問受付締切     令和４年１２月 ５日（月）午後５時まで 

・質問に対する回答        令和４年１２月１９日（月）予定 

                    （センターのホームページに掲載） 

・応募書類の提出締切    令和５年２月１７日（金）午後５時まで 

・プレゼンテーション・審査    令和５年２月２７日（月）予定 

・事業予定者の決定、結果通知   令和５年３月中旬 予定 

   ※本募集要項に関する質問は、本要項Ｐ17「５ 質問の受付及び回答」記載の方法で、

センターあてに行ってください。それ以外の事項に関する確認や問い合わせ等につい

ても、応募者は、河川管理者、港湾管理者等に直接質問等をすることなく、センター

あてに行ってください。 

 (2)事業予定者決定後のスケジュール 

 ・事業予定者決定に際しての審査部会意見を踏まえセンターとの協議  

令和５年４月頃 予定 

     ・河川管理者、港湾管理者との具体的協議 

   （事業予定者はセンターの指示に従い協力していただきます。） 

   ・協議会運営委員会の承認 

     ・使用契約の締結           令和５年９月頃 予定 

     ・施設等の工事着工          令和５年１０月以降 予定 

     ・施設等の開業（一部開業を含む）  令和６年度中 予定 

 

第２ 事業条件 

１．敷 地 

⑴ 河川区域及び河川保全区域について 
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・河川法、工作物設置許可基準等の関係法令等を遵守する必要があります。 

・都市・地域再生等利用区域では、事業者が、広場、イベント施設、船舶係留施設及びこ

れらと一体となす飲食店、売店、オープンカフェ、照明、船上食事施設など、その他都

市及び地域の再生等のために利用する施設のうち、河川管理者が定めるものを設置する

はことが可能です。なお、河川区域の縦断占用は原則不可ですので、施設等の設置に際

しては十分留意してください。 

・店舗等の利用者の動線及び河川施設管理用の通路を確保するなど、アクセス面について

考慮してください。また、堤防天端には最低幅員3m以上の管理用通路を確保してくださ

い。 

・店舗等の設置については、計画上浸水することがない高さであるO.P.＋5.2ｍ以上とし

てください。 

 

⑵ 臨港緑地区域について 

・事業者は、広場、イベント施設、及びこれらと一体となす飲食店、売店、オープンカフ

ェ、照明などで、港湾管理者が認めたものを設置することが可能です。 

・臨港緑地区域については、大阪市港湾施設条例を遵守する必要があります。本件応募に

あたっては、同条例を確認して下さい。イベント実施、工作物設置など港湾管理者の許

可が必要な行為をする場合、事業者は事前に、センターと協議し、必要な手続きを行う

必要があります。 

※事業対象区域は河川区域及び臨港緑地区域が重複します。（別紙2-2参照） 

 

⑶  万博との連携・調整 

令和７年（2025年）に夢洲（大阪府大阪市此花区夢洲中）において開催が予定されてい

る2025年日本国際博覧会（略称「大阪・関西万博」）に関して、交通対策等が円滑に行

われるよう、公益社団法人2025 年日本国際博覧会協会等と連携・調整を図るとともに、

誠実に協力してください。 

 

２．店舗等の設置 

     ・提案に沿った施設が確実に整備できることが必要です。このため、河川、臨港緑地にか

かる関係法令等のほかに、建築基準法（昭和25年法律第201号）、消防法や興行場法、

食品衛生法、騒音・振動への規制基準等、事業実施にあたり関連する法令及び条例、要

綱、要領等を確認のうえ遵守する必要があります。その確認は、原則、募集期間中に提

案者自ら行ってください。 

     ・土地利用に係る主な要件について、下表の大阪市計画調整局の各担当へお問合せくださ

い。お問合せの際には、必要事項を記載した様式８「大阪市計画調整局への確認事項」

を提示し、本件応募に係る確認であることを申し出てください。 
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※ 下記担当課が計画提案内容を審査するわけではないことに注意してください。 

・各担当と打合後、聞き取り事項を記入し、応募申込書提出時に提出してください。 

・お問合せの結果、建築計画等と諸規制等を照らし合わせることにより、応募申込者自らが

施設整備可能と判断した日を様式にご記入し、ご提出ください。 

 

お問合せ先 電話番号 お問合せ内容 

計画調整局開発調整部 

開発誘導課 

（大阪市役所 本庁舎７階） 

06-6208-9285 開発許可の要否、 

大規模建築物の建設計画の事前

協議の要否 

計画調整局建築指導部 

建築確認課 

（大阪市役所 本庁舎３階） 

06-6208-9291 用途規制、建蔽率・容積率の制

限、高さ制限、日影規制の有無、

接道 

※ 開発調整部開発誘導課とのご相談の際には、事前に上記電話にて連絡をお願いします。 

     

 ・店舗等は、高水敷を含む水辺遊歩空間と一体的に利用できるものであり、通行する人の

動線や周辺環境への配慮がなされたものとします。 

   ・河川区域の堤防上での上載荷重は、1.0tf/㎡（9.8kN/㎡）未満としてください。また、

護岸及び堤防に影響がないことをセンターが確認しますので、必要な資料等を提出する

必要があります。（別紙６参照） 

     ・施設等の構造は、洪水や高潮時等の河川水位が上昇した際に流出する恐れのない構造と

してください。 

     ・施設等の基礎工事及びインフラ設備の設置以外の土地の掘削は認められません。なお、

地中には旧護岸の基礎が存置されています。工事に支障となる場合でも、河川管理者、

港湾管理者及びセンターはその責を負いません。なお撤去する場合、護岸及び堤防に影

響がないことを確認できる資料をセンターに提出して、事業者が自らの負担で行ってく

ださい。 

・事業対象区域は大阪市景観計画において臨海景観形成区域に位置付けられていますの

で、建築物及びそれに付随する施設の外観は、周辺施設の景観に十分配慮してくださ

い。 

     ・提案する施設等においては、「高齢者・障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律

（バリアフリー法）」や大阪府福祉のまちづくり条例、大阪市ひとにやさしいまちづく

り整備要綱をはじめとする関係法令等に基づき、臨港緑地利用者の移動等の円滑化に十

分配慮してください。 

 

３．関連施設等の整備 

     ・店舗等の運営に必要な電気・上下水道等のインフラ設備の整備については、事業者が各



１３ 

 

供給事業者や大阪市と協議を行ってください。 

 

４．維持管理・運営 

⑴  事業者が設置する店舗等の運営 

     ・関係法令等を遵守するとともに、運営等に必要な行政協議等は事業者が自ら行うことと

します。 

     ・営業時間及び定休日は、事業者の提案事項とします。また、店舗等の営業時やイベント

時の音環境については、近隣への配慮を前提に過度なものは認めないこととし、大阪府

生活環境の保全等に関する条例に基づき、生活環境の保全等に関し必要な措置を講じな

ければなりません。 

     ・なお、社会経済情勢の変化、再投資の有利性又はその他の事由により、「事業計画書」

に基づく事業内容を変更する必要が生じた場合、事業者は事前に相当の期間を設けてセ

ンターと協議のうえ、事業の内容を変更することが出来ます。      

 

⑵  事業対象区域の臨港緑地施設の維持管理 

     ・事業対象区域においては、大阪港湾局により臨港緑地としての標準的な水準を限度とす

る維持管理が実施されますが、事業者においても必要に応じて良好な環境を確保する

ための追加の維持管理を行っていただきます。 

   ・なお、上記以外の維持管理分担に係る提案があれば、大阪港湾局と協議して維持管理分

担を変更する場合があります。 

・維持管理の開始は、施設等の設置工事に着手した日からとします。 

 

⑶  イベント等賑わいづくりとの連携 

     ・事業者は、提案したイベント等賑わいづくりに積極的に取り組むとともに、大阪市、大

阪府が主催するイベントや地域イベントなどの賑わいづくりの実施にあたり協力要請が

あった場合は、その実施について最大限連携してください。 

     ・屋外席など工作物を設置しようとする場合は、設置及び利用に関する事項について河川

管理者及び港湾管理者等関係先と事前協議を行う必要がありますので、事業者はセンタ

ーが行う事前協議に協力していただきます。 

     ・事業対象区域内の河川施設、臨港緑地施設について、河川管理者及び港湾管理者等が補

修工事を行う必要が生じた際は、事業計画書に基づく事業内容が実施できない場合があ

ります。 

 

５．安全対策 

⑴  施設等の整備中の事故防止のための措置 

     ・関係機関の指示・指導並びに協議による条件等を遵守し、公衆災害防止に万全を期して
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ください。 

   ・施設等整備中の保安対策（保安体制・保安方法・事故防止対策・安全衛生管理対策

等）、連絡体制を記載した「事故防止計画書」を策定のうえ、センターに報告してくだ

さい。 

 

⑵  事業実施について 

     ・事業対象区域は河川区域及び臨港緑地区域内であることから、災害時に備えて万全の保

安対策と連絡体制等を記載した「安全対策計画書」を策定のうえ、センターに報告して

ください。また、災害発生時には、河川管理者及び港湾管理者等の関係機関からセンタ

ーに何らかの指示があった場合、センターは事業者に当該指示に基づく措置をとるよう

指示しますので、事業者はセンターの指示に従い適切に対応する必要があります。 

     ・事業対象区域におけるイベント開催時など、通常よりも混雑する場合の安全対策及び災

害時における避難路の確保や避難誘導、連絡体制等について、開催の都度、事業者の責

任において警察署等関係機関との協議が必要となります。 

 

６．事業者が負担する必要がある経費 

⑴  事業対象区域内の施設等整備・維持管理・運営費用、イベント等事業運営・管理費

用、警備費用、プロモーション活動費用など、提案した事業にかかる経費 

     ・事業者が事業対象区域に設置する施設等の整備費用、臨港緑地としての標準的な水準に

追加する維持管理にかかる費用、店舗等の維持管理にかかる費用及び事業終了後の原状

回復にかかる費用（本要項「第２－７ 原状回復」参照）はすべて事業者の負担です。 

     ・店舗等の営業やイベント等事業の実施、プロモーション活動にかかる費用はすべて事業

者の負担です。（店舗等や事業実施による収益は事業者の収入となります。） 

     

⑵  使用料（流水占用料、臨港緑地使用料を含む）  

   ・使用料は、センターと事業者との間で使用形態や維持管理について協議した内容に基づ

く必要経費、審査部会開催に要する費用、河川区域及び臨港緑地区域の占用料（施設等

の工事期間中含む）等となり、店舗等で年間約10,000円（1㎡あたり）程度を想定して

います。なお、使用料の内訳は占用料、本エリアの清掃等地域還元のための経費、セン

ターの経費が含まれます。 

   ・使用料は、年度ごとに請求します。既納の使用料等は原則として還付されません。ま

た、使用料については条例等の改定や社会経済情勢の変化等により見直されることがあ

ります。 

    なお、使用料の算出は、事業者において管理・運営する施設等の位置、規模を明示し

た事業者が作成した図面をもとに行います。また、必要に応じて、現地において、その

区域が分かるようピンなどを明示するよう求めることがあります。 
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⑶  保証金 

     ・事業者には、占用料等その他本事業から生じるすべての債務の担保として、事業者が設

置する店舗等及びその運営に必要な設備の撤去費用相当額程度（３社以上の専門業者に

よる見積り金額の平均額）を、センターに保証金として預託していただきます。 

   ・保証金は、事業期間中、センターが無利息で預かり、事業期間の満了又は使用契約の解

除に際し、事業者により土地の返還が完了した後、未払い等の債務があればその弁済に

保証金を充当した残額を返還することとします。 

 

 ７．原状回復 

     ・事業者は、使用契約による事業期間の満了日又は解除日からセンターが指定する期日ま

でに、事業対象区域で事業者が設置した店舗等及び事業者の責により汚損若しくは破損

した部分を、自らの負担と責任のもと原状に回復のうえ土地を河川管理者及び港湾管理

者の立会いのもと返還していただく必要があります。ただし、センターが引き続き本事

業を継続することを決定し、事業者において次期事業者との間で施設等の譲渡又は売却

について合意に達した場合はこの限りではありません。 

     ・正当な理由なく、事業者の責めに帰すべき事由により施設等の撤去がなされない場合に

は、保証金をもってセンターが撤去します。その場合、保証金に不足が生じた場合に

は、事業者に不足額を請求することとします。 

 

第３ 応募の条件と方法等 

 

 １．応募者の構成等 

⑴  応募者は、事業の実施に必要な資力、信用、技術的能力、管理能力、実績を有する法

人及びその他の団体（以下「法人等」という。）、又は複数の法人等によって構成され

る連合体（以下「連合体」という。）とします。なお、応募者が特別目的会社（ＳＰ

Ｃ）を設立して事業を実施することも可能です。 

 

⑵  連合体による応募の要件は次のとおりです。 

     ・連合体により応募する場合は、応募及び事業に必要な諸手続き等を一貫して担当する法

人等（以下「代表者」という。）をあらかじめ定めてください。 

     ・連合体の構成員の役割分担を明確にしてください（センターと協議等をしていただく窓

口については、代表者に一元化していただきます。）。 

     ・代表者の変更は認めません。ただし、やむを得ない事情がある場合には、事前にセンタ

ーの承認を得る必要があります。 

     ・構成員の変更は認めません。ただし、やむを得ない事情がある場合には、事前にセンタ
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ーの承認を得る必要があります。 

     ・１つの連合体の代表者または構成員は、別の提案を行うグループを構成する法人等や単

独の応募者となることはできません。 

 

 

 ２．応募者に必要な資格 

    応募者（連合体による応募の場合は、全構成員）が(1)及び(2)の応募資格を満たすことが

必要です。 

なお、応募者（連合体による応募の場合は、全構成員）が以下の欠格事由のいずれかに該

当している場合は応募できません。 

   (1)直近３事業年度分において、本店所在地の市町村民税（東京都の場合は法人都民税）、

消費税及び地方消費税の滞納がないこと。 

(2)応募時に次に掲げる事項に該当しないこと。 

       ・地方自治法施行令第167条の４に規定する欠格事項に該当している 

       ・大阪府入札参加停止要綱及び大阪市競争入札参加停止措置要綱に基づく停止措置期間

である 

       ・大阪府暴力団等排除措置要綱及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等

除外措置期間である 

    ・大阪市港湾施設条例第23条に該当している 

 

 欠格事由 

     １）破産者で復権を得ない者 

     ２）地方自治法第244条の２第11項の規定により、大阪府又は他の地方公共団体から指定

を取り消され、その取り消しの日から２年を経過しない者 

     ３）応募する法人等の役員に、次のいずれかに該当する者がいる法人等 

       ア）１）に該当する者 

       イ）禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった

日から２年を経過しない者 

       ウ）公務員で懲戒免職処分を受け、その処分の日から２年を経過しない者 

 

３．選定審査対象からの除外 

次の要件に該当した場合は、選定審査の対象から除外します。 

     １）選定審査に関する照会・要求等を申し入れた場合 

     ２）提出書類に虚偽の記載があった場合 

     ３）本要項に違反又は著しく逸脱した場合 

     ４）提出期間内に提出書類等が提出されなかった場合 
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     ５）暴力団の構成員又は暴力団密接関係者であった場合 

     ６）応募者が関係者及び審査部会の審査委員に対して直接、間接を問わず故意に接触を 

     求めた場合 

     ７）他の応募者と応募提案の内容又はその意思について、相談を行った場合 

     ８）事業者選定終了までの間に他の応募者に対して応募提案の内容を意図的に開示した場

合 

     ９）応募者が応募受付日から協定締結日までの間に本要項「第３－２ 応募者に必要な資

格」の条件に該当しなくなった場合 

     １０）プレゼンテーションを欠席した場合 

     １１）２案以上の企画提案をした場合 

     １２）その他、選定結果に影響を及ぼす恐れのある不正行為を行った場合 

 

４．事業に関する説明会の開催 

  本事業の応募にかかる説明会を、次のとおり開催します。参加は必須ではありませんが、

提案を希望する場合は可能なかぎり参加をお願いします。 

  なお、説明会参加希望者は、参加申込書【様式１】に必要事項を記載し、令和４年１１月

２５日（金）正午までに本要項「第６ 照会窓口」まで電子メールで送信してください。送

信後は着信の確認を電話で行ってください。また、電子メールの「件名」に【説明会参加希

望】「此花西部臨港緑地エリア水辺賑わいづくり事業者募集について」と記載して送信して

ください。 

⑴  日 時：令和４年１１月２８日（月）午後２時～ 

⑵  場 所：大阪府都市整備推進センター 大会議室 

⑶  その他：当日は資料配布を行いませんので、募集要項等をダウンロードのうえ、 

           持参してください。会場の都合により、出席者は１社につき２名、１連 

           合体につき最大４名までとします。 

 

５．質問の受付及び回答 

 本募集要項に関する質問方法等は下記のとおりとします。 

⑴  質問方法 

     １）質問書【様式２】に必要事項を記載のうえ、本要項「第６ 照会窓口」まで電子メー

ルで送信してください。 

         また、連合体で応募する場合は、代表者がとりまとめて送信してください。 

     ２）質問の送信後は、必ず到着の有無を電話で確認を行ってください。 

     ３）口頭、電話、FAXでの質問は一切受け付けません。 

     ４）電子メールの「件名」に【質問書】「此花西部臨港緑地エリア水辺賑わいづくり事業

者募集について」と記載して送信してください 
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   ５）補足資料等のファイルを添付する場合は、マイクロソフトワード形式、マイクロソフ

トエクセル形式又はアドビ形式としてください。 

 

⑵  受付期間 

      令和４年１１月２８日（月）説明会終了後から、令和４年１２月５日(月)午後５時まで 

      なお、締切以降の質問は一切受け付けません。 

 

⑶  質問への回答 

      受け付けた質問及び質問に対する回答は、令和４年１２月１９日（月）（予定）にセン

ターのホームページに掲載します。ただし、質問がない場合は掲載しません。 

 

６．応募書類の提出方法及び応募上の注意事項 

⑴  受付期間及び受付時間（※下記以外の日時での応募書類の提出は受付できません。） 

   期 間：令和５年２月１３日（月）～令和５年２月１７日（金） 

      時  間：午前10時～正午及び午後１時～午後５時 

 

⑵  提出場所及び提出方法 

     受付期限までに本要項「第６ 照会窓口」まで必ずご持参ください。郵送・FAX・電子メ

ール等、持参以外の方法による提出は受付できません。 

     なお、応募書類提出の前に提出日時の予定を「本要項第６ 照会窓口」に事前に電話で連

絡してください。 

 

⑶  応募書類及び提出部数 

応募書類は、「①応募登録書類」と「②事業提案書類」とし、提出にあたっては別ファ

イルとしてください。 

① 応募登録書類 

     応募登録書類に必要となる書類は次表のとおりです。 

     Ａ４縦ファイル（左側２穴）に次の書類を綴り、必要部数を提出してください。 

    （ファイルの表紙に書類名を記載し、正本、副本の区別がわかるようにしてください）。 

また、受付時に原本と副本の照合を行うので、原本を持参してください。 
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書類名称 備考 提出部数 

[1]応募登録申込書 

様式３－１（単独） 

様式３－２（連合体） 

様式３－２は連合体の場合の

み提出してください。 

３部 

（正本１部、

副本２部） 

 

[2]誓約書 

様式４ 

 

[3]事業所別状況調書 

様式５－１ 

 

[4]経理状況調書 

様式５－２ 

連合体の場合はすべての構成

員について提出してくださ

い。 

[5]申込添付書類 

ⅰ会社定款又は寄附行為 （様式自由） 

 

ⅱ商業登記簿謄本及び代表者の印鑑証明書

（直近１ヶ月以内に発行のもの） 

 

ⅲ会社概要書 （様式自由） 

 

ⅳ役員名簿及び履歴書 （様式自由） 

 

ⅴ直近３事業年度分の次の書類※１ 

・営業報告書 

・会社法に定める貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書。（連結含む）及び付

属明細書 

 

ⅵ直近３事業年度分の次の書類※２ 

・法人税、消費税及び地方消費税の納税証明

書（納税証明書「その３」または「その３の

３」。直近３ヶ月以内に発行のもの） 

・本店所在地の市町村民税（東京都の場合は

法人都民税）の納税証明書（直近３ヶ月以内

に発行のもの） 

 

※１・※２：ⅴ及びⅵについて、会社設立後

３事業年度経過していない等の理由で、直

連合体の場合はすべての構成

員について提出してくださ

い。 

 

ⅳ 役員の名簿については、法

人にあっては、代表者のほか非

常勤を含む役員及びその経営に

事実上参加している者、法人格

を有しない団体にあっては、そ

の代表者及び経営に事実上参加

している者の名簿を提出してく

ださい。また、役員の名簿に記

載した者、全員の履歴書も提出

してください。 

 

ⅴ 非営利法人の場合は、貸借

対照表、正味財産増減計算書、

キャッシュ・フロー計算書及び

財産目録並びに収支計算書。 

 

ⅱ・ⅵの各種証明書は、正本に

原本を添付し、副本は複写した

ものでも構いません。 
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      ② 事業提案書類 

      事業提案に係る提出書類は次表のとおりです。 

      Ａ３ファイル（左側２穴）に次の書類を綴り、正本１部、副本１２部提出してくださ

い。次表で「様式自由」として様式を特に定めていないものについては、必ずどの項目

に関する提案なのか明記したうえ、Ａ１判までの大きさで作成し、Ａ３横ファイルに折

って綴じてください。 

      また、選定の公正性を高める観点から、副本の提出書類一式は、応募者の商号または名

称、代表者氏名、管理運営実績施設の名称、資本関係等をマスキングした状態で提出し

てください（マスキング漏れに注意してください）。 

種類 様式 内容 

表紙 様式自由 表現自由 

※正本には応募者名を記載し、副本には応募者名を記載し

ないこと（マスキング対応可）。 

目次 様式自由 表現自由 

【１】基本コンセプト 

 基本的な考え方 様式自由 事業実施及び実施効果、拠点が担う役割等についての基本

的な考え方について、文章、図面、イラスト、写真等で説

明すること。 

・水都大阪の成長の中で果たす役割 

・めざす河川空間・臨港緑地空間像 

・施設等のデザイン、公共空間のあり方（活用策などを含

む） 

・利用者層の想定 

・周辺施設の事業者や地域団体との連携等、地域コミュニ

ティへの寄与における基本的な考え方 など 

事業コンセプト 様式自由 事業コンセプトに副った事業計画について、文章、図面、

イラスト、写真等で説明すること。 

近３事業年度分の書類を添付できない場合

は、添付できない理由を記した書面と、添

付できる事業年度分の書類を添付してくだ

さい。 

[6]選定結果通知用 

封筒一式 

長形３号 

封筒に送付先を明記し、特定記

録郵便相当の切手（２４４円）

を貼り付けしたものを１通。 

１部 
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また、事業対象区域全体について、価値を向上させるよう

なデザインルールを提案すること。 

１）水辺遊歩空間賑わいづくり事業 

２）舟運等のネットワーク拠点賑わいづくり事業 

３）地域に根ざしたまちづくり活動との連携形成 

イメージパース 様式自由 以下の視点について景観イメージを示すこと。 

・河川側からの景観（全体像、上下流よりなど） 

・その他提案内容を説明するうえで必要と考えるイメージ

パース 

※少なくとも１点は、事業対象区域における賑わいの情景

をイメージした表現とすること。 

【２】事業計画 

 水辺遊歩空間賑

わいづくり事業 

（ハード事業） 

様式自由 事業者において整備する施設等（ハード事業）について、

次の内容を説明すること。 

・施設計画方針、配置計画 

・施設ごとの構造、階数、建物面積、延床面積、最高高

さ、上載荷重、具体的な用途、席数、その他必要な事項 

・立面図及び断面図（東西面、南北面を含む２面以上） 

・各図面には、施設等の出入口位置、室名、主要室面積

（単位：㎡）、必要な寸法等を記入 

・工作物、植栽、案内板等を設置する場合はその計画内容 

・事業対象区域における上下水道・電気等のインフラ設

備、臨港緑地施設の整備内容（容量・配線・配管計画

等） 

・管理者に移管する遊歩道、広場等の整備内容（移管予定

の範囲・内容を明確に表現すること） 

・施設等の設計（店舗等、インフラ施設、緑地施設）、工

事、運営準備期間など維持管理・運営開始までの工程表 

事業者が占用する施設等（店舗等、遊歩道、広場等）の位

置、規模を明示した図面を作成すること。 

水辺遊歩空間賑

わいづくり事業 

（ソフト事業） 

様式自由 施設等でのサービス提供や遊歩空間等でのイベント等賑わ

い事業について、次の内容を説明すること。 

・ハード事業での設置施設における日常的な事業の概要

（事業内容、運営形態、飲食・物販のメニュー構成等） 

・ハード事業での設置施設における運営主体 

※第三者の使用（運営委託等）を予定している場合は社
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名などを記載すること。社名などが記載できない場合

は、想定する業種などを記載すること。 

・イベント等賑わいづくりの企画・実施又は誘致（方針、

運営形態） 

・プロモーション活動の計画、活動形態・体制、並びに水

都大阪のブランディングへの寄与 

・ソフト事業を継続するための体制 

舟運等のネットワ

ーク拠点賑わいづ

くり事業 

（ハード事業）  

様式自由 事業者において整備する施設等（ハード事業）について、

次の内容を説明すること。 

・舟運等ネットワーク拠点の全体像 

・平面図、立面図及び断面図 

・工作物、植栽、案内板等を設置する場合はその計画内容 

・施設等の設計、工事、運営準備期間など維持管理・運営

開始までの工程表 

舟運等のネットワ

ーク拠点賑わいづ

くり事業 

（ソフト事業）  

様式自由 舟運等施設に伴う賑わい事業（ソフト事業）について、次

の内容を説明すること。 

・舟運等事業コンセプト 

・実施体制（安全面の配慮、コース、営業時間、実施期

間、乗船客定員、周遊船等船種、利用料（任意）、従業

者配置計画等） 

・舟運事業者間での安全確保のための運行管理・運行指示

を行う体制の考え方 

・コースコンセプト 

・乗客ターゲット 

・他の水辺拠点や湾岸エリアとの連携策 

・当面３年間の運営目標（係留船舶数、収支等） 

地域に根ざしたま

ちづくり活動との

連携形成 

様式自由 地域との連携やその効果について、次の内容を説明するこ

と。 

・地域の活性化に取り組む周辺施設の事業者や地域団体等

との連携方針、計画 

・社会貢献の取組内容（企画・実施体制） 

・事業実施による市区域等への波及効果 

維持管理・運営事

業 

様式自由 施設等の維持管理、店舗等の運営や安全対策等について、

以下の各項目について、具体的に提案内容を示すこと。 

・店舗等の清掃、維持管理に関する実施計画（内容、範

囲、頻度、長期補修計画等） 
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・臨港緑地施設の清掃、維持管理に関する実施計画（内

容、範囲、頻度、体制等） 

・店舗等の運営上のリスクに対する備え 

・事業実施（施設整備含む）における安全対策（事故防止

対策、防火対策、災害対策、避難計画など）、環境対策

（騒音・振動対策など）、衛生対策（ごみ処理）の概要 

【３】管理運営能力 

 事業計画 

事業実施体制 

様式自由 以下の各項目について、提案内容を示すこと。 

・責任者及び人員計画（維持管理含む） 

・安全対策、環境対策、衛生対策の体制及び対応 

・（連合体の場合）連合体での役割分担 

・その他提案事項 

事業計画 

資金及び収支 

計画 

様式自由 以下の各項目について、事業期間中のすべての期間につい

て、年度ごと、事業ごとに内訳がわかるように示すこと。 

・本事業実施にあたっての収支計画 

・事業の損益計算、収支資金計画 

・資金調達計画 

・事業効果（集客数、投資額、経済波及効果などについ

て、根拠を含めて年度ごとに） など 

事業計画 

本事業の施設関連

経費内訳 

様式６－１ 

様式６－２ 

以下の項目について、内訳がわかるように示すこと。な

お、算定根拠・内訳は、必要に応じて別紙にするなど、詳

細に記載すること。 

【様式６－１】 

・施設等整備費について（参考見積） 

・工事費内訳 

【様式６－２】 

・営業収益（２年目） 

・営業費用（２年目） 

法人の健全性 関係法令等

に定める様

式 

①応募登録書類[5]申込添付書類に記載している「営業報

告書」「会社法に定める計算書類（連結含む）及び付属明

細書」を添付すること。なお、副本の応募法人の商号又は

名称はマスキングをすること。 

【４】その他 

 命名権 様式自由 命名権付与の仕組み、対象区域又は施設、名称等 
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⑷ 応募書類の取り扱い等、注意事項 

     １）応募者は、応募書類の提出をもって、本要項の記載内容を承諾したものとみなしま

す。応募書類に使用する言語は日本語とします。 

     ２）応募にかかる経費は全額応募者の負担とします。 

     ３）事業提案書類の著作権は、応募者に帰属します。ただし、公的機関が必要と認めると

きは、事業提案の内容を無償で使用できるものとします。また、契約に至らなかった

応募者の事業提案書類については、事業者の選定に係る本事業の公表の目的以外に原

則使用しません。 

     ４）提出された応募書類は理由の如何に関わらず返却しません。 

   ５）応募書類は、当該書類に関する報告等のため必要と認める場合及びセンターの関係規

定による情報公開手続きによる場合を除き、応募者の許可を得なければ公表しませ

ん。 

     ６）書類の不備があった場合には、審査の対象とならない場合があります。 

     ７）応募書類提出後に応募を辞退する場合は参加辞退届【様式７】を提出してください。 

 

⑸  その他 

   当該募集の保留、延期又は取り止め若しくはその他募集に関する重要事項等を連絡する場

合には、センターのホームページに掲載しますので定期的に確認してください。 

  なお、連絡事項の確認を行わなかったことにより、応募者が被った損害については、セン

ターは一切の責めを負いません。 

 

第４ 審査の方法及び基準等 

１．審査方法 

    審査については、応募書類をもとに、協議会内に設置する審査部会において、応募者によ

る提案内容についてのプレゼンテーション（非公開）及びヒアリングを行ったうえで、事業

予定者を選定します。 

   プレゼンテーションは令和５年２月２７日（月）に実施する予定です。なお、日程は変更と

なる場合があります。実施方法、日時、場所等の詳細については、別途応募者に通知しま

す。なお、プレゼンテーションにあたっては、事業提案書類のみを使用してください。審査

部会は次の委員により構成されます。 

                           （敬称略）（順不同） 

 所 属・役 職・氏 名 

学 識 大阪公立大学大学院 准 教 授  武田 重昭 

会計士 蒲生武志公認会計士・税理士事務所 会 計 士  蒲生 武志 

弁護士 大阪本町法律事務所 弁 護 士  橋本 匡弘 

行 政 大阪市 此花区長  髙橋 英樹 
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２．審査の項目 

事業提案を審査する際の基準は、次の通りとします。 

 

□審査項目と審査の視点 

審査項目 審査の視点 

【１】基本コンセプト（配点：１０点） 

基本事項 

・基本的な考え方 

 

〇構想にそった提案となっているか。 

〇事業条件等、募集要項上の指定事項を理解した内容

となっているか。 

コンセプト 

・事業コンセプト 

 

 

〇事業対象区域全体の価値を向上させるようなデザイ

ンルールが提案されているか。 

〇地域特性に応じた独自性が発揮されるコンセプトが

示されているか。 

〇周辺の既存資源等を効果的に利活用する提案がされ

ているか。 

〇来訪者に親しまれ、水都大阪における新たな水辺拠

点、親水空間として、他拠点の特徴等と比較しても独自

性が認められるか。 

〇永続的な取組みが期待できる提案か。 

〇大阪・水都ブランドとして発信力があり、多くの人に

愛される地域となることが期待できる提案か。 

【２】事業計画（配点：７０点） 

水辺遊歩空間賑わいづくり事業 

（ハード事業）  （１５点） 

・ハード計画 

（店舗等及び関連臨港緑地施設の

整備） 

 

 

〇新たな魅力が創造され人の流れを呼び込むような店

舗等や空間整備（移管予定の遊歩道、広場等も対象）の

提案がされているか。 

〇水辺景観を活かしたランドスケープデザインに注力

し、魅力的で独自性のある提案がされているか。 

○大阪都心や大阪湾の眺望を活かした視点場としての

提案がされているか。 

〇周辺施設との動線が適切に確保され、エリア内の回

遊性に優れた提案となっているか。 

〇未供用エリアを可能な限り活用するよう工夫されて

いるか。 

〇周辺施設に訪れる者やユニバーサル・シティ・ポート
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の利用者を意識した観光エリアにふさわしい提案とな

っているか。 

〇適切なスケジュール、工程となっているか。 

〇具体的かつ実現性の高い提案となっているか。 

水辺遊歩空間賑わいづくり事業 

（ソフト事業）   （１０点） 

・ソフト計画 

 

〇店舗等における日常的な事業の内容は、水辺の賑わ

いづくりとして、集客数確保などの事業効果が期待で

きるか。 

○イベント等賑わいづくりの内容は、心惹かれるエリ

ア全体の魅力向上に資するものとなっているか。 

〇効果的なプロモーション活動が計画されているか。

水都大阪のブランディングにも寄与するものか。 

〇具体的かつ実現性の高い提案となっているか。 

舟運等のネットワーク形成事業 

（ハード事業）  （１０点） 

・ハード計画 

 

〇舟運等関連施設は、ネットワークを形成する航路を

運航する船舶や次世代モビリティ等及びその利用者

が、安全に使用できる位置、構造、規模となっている

か。 

〇舟運等関連施設はバリアフリー化され、トイレ等サ

ービス施設は利用者にとって充実した内容となってい

るか。 

〇具体的かつ実現性の高い提案となっているか。 

舟運等のネットワーク形成事業 

（ソフト事業）  （１０点） 

・ソフト計画 

 

〇水都大阪・水の回廊におけるネットワーク形成及び、

臨海部（夢洲・関空・神戸等）をつなぐネットワーク形

成など、結節拠点として多様な航路計画の提案がされ

ているか 

〇航路設定はエリア全体の魅力向上に資するもので、

賑わいづくりにおける新たな観光資源として十分かつ

適切に設定されているか。 

〇運航体制は安全かつ安心で、水上交通運営と調整が

とれた運航計画・運航ルールとなっているか。 

○次世代モビリティを活用した、便利さと楽しさを感

じられるエンタテインメントが提案されているか。 

〇具体的かつ実現性の高い提案となっているか。 

地域に根ざしたまちづくり活動と

の連携形成 

          （１５点） 

・地域との連携計画 

〇地域の活性化に取り組む周辺施設の事業者や地域の

活動団体、公共団体などと連携したまちづくりの取り

組みが提案されているか。 

〇地域貢献に資する企画が提案されているか。その内



２７ 

 

 

 

３．事業予定者の決定 

審査部会による審査の結果、基準点を上回ったもののうち、最も得点が高かった応募者を

事業予定者として選定します。基準点は６０点とします。 

事業予定者が辞退した場合は、基準点を上回ったもののうち、次に高い得点の応募者が事

 容は、事業対象区域、水都大阪のさらなる魅力向上に貢

献するものか。 

〇社会貢献に資する企画は、事業実施年数に応じて、

徐々に拡充するなどの見通しを持っているか。 

〇具体的かつ実現性の高い提案となっているか。 

維持管理・運営事業 （１０点） 

・店舗等及び事業者の整備した臨

港緑地施設の維持管理・運営計画 

 

〇地域の良好な環境を確保するための維持管理・運営

計画となっているか。 

〇設置した店舗等について、関係法令等で定められた

法定点検をはじめ、施設等の維持及びサービス水準維

持・向上に必要な計画となっているか。 

〇事業運営は計画性や発展性があるか。 

〇具体的かつ実現性の高い提案となっているか。 

〇あらゆる場面における安全対策が提案されている

か。 

〇良好な環境を維持できる対策が提案されているか。 

【３】管理運営能力（配点：２０点） 

事業計画             （１５点） 

・事業実施体制 

 

 

 

〇管理運営を安定的に実施できる十分な体制を構築し

ているか。 

〇緊急時に適切な対応が可能となる具体的な業務計画

となっているか。事業実施にあたってのリスクに対す

る備えはあるか。 

〇担当者の責任範囲が明確で、責任者及び人員等が適

切に配置されているか。 

・資金及び収支計画 

・本事業の施設関連経費内訳 

〇維持管理・運営の確実な実施が見込まれる具体的で

計画的かつ実現性の高い収支計画となっているか。 

〇継続的に事業可能な計画となっているか。 

〇維持管理・運営費は、適切な費用が計上されている

か。 

法人の健全性         （５点） 〇法人として十分な経理的基礎を有し、安定的かつ堅

実な組織運営が行われているか。 
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業予定者に繰り上がるものとします。 

なお、すべての応募者の得点が基準に満たなかった場合、審査部会は最高得点者に対して

ヒアリングを行い、提案内容について修正が可能かを確認し、可能であれば当該応募者を事

業予定者として選定します。 

また、修正してもなお基準点相当の評価を得られない場合、事業予定者を選定しない場合

があります。 

 

４． 応募者が１者又は無い場合の取扱い 

応募者が１者の場合であっても、審査を実施します。応募者がない場合は、本事業者募集

は中止します。 

 

５． 審査結果の通知及び公表 

審査結果は、すべての応募者（連合体で応募した場合は、その代表者）に通知します。な

お、審査内容、審査結果に対する問い合わせ及び異議等については、一切応じません。 

審査結果の公表については、次の内容をセンターのホームページで公表します。 

  １）事業予定者の名称、提案内容、評価点及び選定理由（評価ポイント） 

  ２）全応募者の名称（申込順）             

  ３）全応募者の評価点（得点順。応募提案者が２者の場合、次点の者の評価点は公表しま

せん） 

 

第５ 使用契約の締結に関する事項 

    事業予定者は、センターからの審査結果の通知後直ちに、提案内容をより良いものとする

ため、審査部会の意見を踏まえた修正協議をセンターと行っていただきます。その後センタ

ーが河川管理者と占用及び港湾管理者と使用に関する協議を行い許可を受けた後、本事業の

実施に関する基本的な事項及び実施にかかる土地の使用に関する使用契約を締結します。

（本要項「第１－８ スケジュール」参照）  

使用契約書（案）は、別添書の通りです。また、連合体の場合は、連合体を構成することに

ついて構成者間で取り交わした書面（別添「連合体協定書（案）」参照）のセンターへの提

出も必要となります。 

 

第６ 照会窓口 

  担 当：公益財団法人大阪府都市整備推進センター 

  住 所：〒541-0053 

      大阪市中央区本町1丁目8番12号（オーク堺筋本町ビル5階） 

  電 話：06-6262-7713 

  E-mail：kasen@toshiseibi.org 
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  ホームページ：https://www.toshiseibi.org/?p=11181 

   ※メールの到着の確認等の受付時間は、午前９時から午後５時までとし、土曜日・日曜

日・祝日・年末年始（12月29日から１月３日）及び月曜日から金曜日の午後０時15分

から午後１時を除きます。 


